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図表 1－1 地方自治体の業績 
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図表 1－3 地方自治体の業績（施策・事務事業） 
 





























































として、業績測定、業績報告および業績管理の 3 つの側面から整理する。 
 ゾイ・ラドナーとデイビッド・バーンズは、業績測定、業績報告および業績管理を史的















（出所）Radnor, Z. and D. Barnes, “Historical Analysis of Performance Measurement and 
Management in Operations Management,” International Journal of Productivity and 



























2008 年に公表された API の報告書『公共部門における戦略的業績管理（Strategic 






ood Performance Management）に向けた 10 原則を提唱し、この 10 原則が業績管理に
及ぼす影響を明らかにしている（図表 1－5）。API が提唱する 10 原則は、組織の業績向
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上に及ぼす影響の大きさを示していることに特徴がある。 














（出所）Advanced Performance Institute, Strategic Performance Management in Government 
















原則 1 戦略目標を明確にし、共通認識を創り出す。 
原則 4 業績情報から学ぶ前向きな組織文化を醸成する。 
原則 2 意味をなす適切な業績指標を設定する。 
原則 3 適切な見識を導くために適切に業績を分析する。 
原則 5 組織全体の協力を得る。 
原則 9 IT 基盤を活用する。 
原則 10 戦略的に業績を成し遂げるために、職員に適切な時間と資源を与える。 
原則 7 戦略目標の見直しに併せて業績指標を常に更新する。 
原則 6 戦略目標に組織行動を適合させる。 






















１ EU 共通評価フレームワーク 
 EU 共通評価フレームワーク（Common Assessment Framework：CAF）は、欧州品質
管理財団エクセレンスモデル（EFQM エクセレンスモデル）を進展させた TQM の一つで
あり、行政組織の業績管理を品質向上の視点からツールを提供するフレームワークである。 
CAF は、1998 年に開催された欧州行政管理ネットワーク（European Public Admini-
stration Network：EUPAN）と呼ばれる行政組織の長官で構成される非公式ネットワー
クが共同作成した業績管理のフレームワークである27。2001 年、マーストリヒトの欧州公
共政策研究所（European Institute of Public Administration：EIPA）に CAF リソース
センターが設立され、非公式のワーキンググループや情報交換を通して CAF の実行を支
援し、その活用方法を評価している。2013 年のガイダンスによると、福祉施設や教育施設
など 3,000 団体以上もの欧州諸国の行政組織が自らの組織業績を向上させるために CAF
を活用していることが報告されている28。 
CAF は 5 つの主要な目的を有している。第 1 に、優れた組織管理の文化と TQM の原則
を導入すること、第 2 に、PDCA のマネジメント・サイクルを積極的に浸透させること、
第 3 に、原因分析と改善活動のために、行政組織に自己評価を促進すること、第 4 に、品
質管理ツールを活用することで、業績向上を促進する役割を担うこと、第 5 に、行政組織
間でベンチラーニング29を促進することである。これらの目的を支援するため、CAF は 9
つの規準と 28 の下位規準で構成されている。 
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 9 つの規準は、組織を分析し、その結果からフィードバックを得るための重要な側面で
ある。図表 1－6 の左側に示される 5 つの規準は、望ましい結果を促進する要件が示され
ており、望ましい結果を達成するためのアプローチとして位置づけられている。図表 1－6
右側に示される 4 つの規準は、職員への便益、顧客志向、社会的な便益および重要な業績
という望ましい結果が示されている。CAF モデルは、この 9 つの規準を評価し、フィード
バックすることで、組織学習を促し、行政サービスの品質向上を実現していくことが示さ
れている。 











（出所）European Institute of Public Administration Resource Centre, The Common Assessment 
Framework(CAF) Improving on Organisation through Self-Assessment, 2013, p.8. 
 
 CAF は、あらゆる行政組織で活用されるよう設計されていることが特徴の一つである。
CAF ガイドラインによると、国家レベルおよび地方レベルの行政組織に CAF を適用する
ことが可能であると示されており、広範にわたる分野で活用することが期待されている30。
また、CAF のガイドラインが 22 の言語に翻訳されていることからも、多くの諸外国での
活用が想定されており、汎用性が高いフレームワークであるといえる。このことは、CAF
が 3,000 団体以上もの行政組織で活用されていることからも、CAF の有効性が高いことが
示されているといえる。 
もう一つの CAF の特徴として、行政組織で責任を有する長官自らがインフォーマルな
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EUPAN は、ウェブサイトによる情報伝達の迅速性や容易性を促進することで、行政組織



















































































































整理してきた EU および英国の 2 つの業績管理フレームワークでは、望ましい結果を効
果的に導くために、促進する要件として、ヒト、モノ、カネといった行政経営資源の配分
が行われている。このことから、これらの業績管理フレームワークは、戦略的資源配分ア
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図表 1－8 諸外国における行政組織の業績管理フレームワーク 
業績管理フレームワーク 地域 提唱者 年 
"Three Pillars" Model カナダ Ingrestrup & Crockall 1998
Management Accountability Framework（国） カナダ 財務委員会 2003
Common Assessment Framework 欧州諸国 欧州連合 2000
Performance Improvement Framework（政府） ニュージーランド 国家サービス委員会 2009
European Public Service Awards ドイツ ベルテルスマン財団 2007
Unlocking Public Value 英国 Cole & Parston 2006
Comprehensive Performance Assessment 英国 地方自治体監査委員会 2002
Public Service Excellence Model 英国 Colin Talbot 1998
Public Benefit Model 英国 新経済財団 2007
Government’s Approach to Public Service  
Reform 
英国 内閣府 2006
"Significance" Model 米国 Denhardt 1993
"Logic of Governance" Model 米国 Lynn et al. 2000
Government Performance Framework 米国 Ingraham et al. 2003
Program Analysis and Reporting Tool 米国 行政予算管理局 2002
Public Value Model and Scorecard 米国 Moore 2003
Strategy Change Cycle 米国 Bryson 2004
Dolphin ™ Assessment Process 英国 国立公務大学 2001
（出所）Talbot, C., Theories of Performance: Organizational and Service Improvement in the 
















































































の視点から検討を行う。本研究の構成は、図表 1－9 に示されるとおりである。 
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 福岡市では、経営管理委員会が設置され、2000 年に『市長への提言：DNA2002 計画6』






民間経営手法の実践運動として示されたのが DNA 運動である。DNA 運動は、福岡市で実
践された業務改善運動を称するものであり、その実践事例報告会が DNA どんたくである。 
















































































































































図表 2－2 地方自治体における業務改善運動および実践事例報告会の状況 
開始年度 自治体名 業務改善運動の名称 実践事例報告会の名称 
2000 年 福岡市 DNA 運動 DNA どんたく 
2003 年 名古屋市 すみやか業務改善運動 なごやカップ 
 尼崎市 全庁的改革改善実践運動 YAA るぞカップ 
2004 年 富士市 ChaChaCha 運動 ChaChaCha グランプリ 
 横浜市 － ハマリバ収穫祭 
 中野区 おもてなし運動 おもてなし運動発表会 
 所沢市 有言実行宣言 有言実行発表会 
2005 年 札幌市 － 元気の種コレクション 
 大阪市 職場改善運動 カイゼン甲子園 
 京丹後市 全庁的業務改革改善運動 TAN5 リンピック 
 山形市 一課一改善運動 はながさ☆ぐらんぷり 
2006 年 北上市 きたかみ Ping!Pong!Pang!運動 きたかみ Ping!Pong!Pang!祭 
 福井市 BPR 運動 改善王選手権 
 豊橋市 やるまい ええじゃないか! やるまい ええじゃないか!スタジアム
2007 年 三条市 業務の改善・効率化 職員報告会 
2008 年 貝塚市 ATTACK 運動 アタック NO.1 グランプリ 
2009 年 川崎市 － チャレンジ☆かわさき選手権 
 さいたま市 一職員一改善提案制度 カイゼンさいたまマッチ 
 春日井市 “KA える”グランプリ “KA える”フェスティバル 
 大分市 カイゼンの匠運動 匠グランプリ 
（出所）石原俊彦編著『地方自治体業務改善』関西学院大学出版会、2012 年、22 頁をもとに筆者
修正。 































山形市の業務改善運動は、図表 2－3 のように位置づけられている16。図表 2－3 による







図表 2－3 山形市における業務改善運動の位置づけ 
業務改善を示す計画（策定年） 内  容 
山形市新行財政改革プラン（2005 年） 3-1 仕事の検証システムを活用した効率的な行政経営 
3-1-1 市民の視点に立った成果重視の行政 
市民にとって最適な成果を生み出していくため、PDCA
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２ 尼崎市の YAA るぞカップ 
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図表 2－5 尼崎市の業務改善運動の位置づけ 
業務改善を示す計画（策定年） 内  容 














尼崎市における業務改善の取組状況は、図表 2－6 のように示される。図表 2－6 に示さ
れるように、参加チーム数の減少はあるものの、全庁的に継続した改善活動がなされてい
るといえる。 
























図表 2－7 福井市の業務改善運動の位置づけ 
業務改善を示す計画（策定年） 内  容 
マネジメント方針（2006 年） （企画政策部） 
ゼロ予算事業の展開・庁内コンペの実施 
職員の意識改革・啓発及び効率的な行財政運営のために、
















 福井市の業務改善運動の取組状況は、図表 2－8 のとおりである。図表 2－8 に示される














 しかしながら、2012 年以降、図表 2－8 に示されるように、取組件数が激減している。


















































 - 33 - 
 
図表 2－9 中野区における業務改善運動の取組状況 
 








５ 北上市の Ping!Pong!Pang!祭 
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 北上市の業務改善運動は、2003 年 10 月 7 日に開催された第 4 回北上市行政評価経営者




図表 2－10 北上市における行政評価システムの役割と機能 
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たものであることがわかる。 
図表 2－11 北上市における業務改善の位置づけ 
業務改善を示す計画（策定年） 内  容 
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図表 2－13 さいたま市の業務改善運動の位置づけ 




















年々増加している。さいたま市の職員が 9,000 人に満たなく、2013 年に 10,764 件の改善
事例が報告されていることから、さいたま市では一人の職員が一つの改善活動に取り組ん
でおり、全庁的に改善活動を実践する風土が定着していることが推測できる。 



















































８ 福岡市の DNA どんたく 







図表 2－16 福岡市における業務改善の位置づけ 
業務改善を示す計画（策定年） 内  容 
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行政改革プラン（2008 年） 記載なし 
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定された行政経営改革プランは、DNA 計画 2002 に示された基本方針を引き継ぎ、重点改
革項目を明確にさせた計画として位置づけられている。 
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つまり、DNA 運動を 7 年間率先して、実践してきた職員が、福岡市の施策を後押しする
こととなり、2013 年の行財政計画プランに盛り込まれたのである。 
 福岡市において行財政改革を推進するための一つの手法として、業務改善運動が再び注
目されているが、2007 年 6 月 4 日の庁議資料で示された課題を克服できるか明らかでは
ない。DNA 運動の時代と異なるところは、業務改善においてイノベーションを生成させ
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年以降の実施課と改善目標は、図表 2－17 のように示される。 
図表 2－17 三条市における改善目標 
 実施課および改善前の配置人数等 取り組みによる予測効果 
2007 年 市民窓口課 17 人 △2.72 人 
2008 年 市民窓口課 14 人 △0.63 人 
高齢介護課 23 人（超勤：5,547 時間/年） △2.36 人（超勤：△4,699 時間/年） 
福祉課 25 人（超勤：4,092 時間/年） △4.67 人（超勤：△3,538 時間/年） 
子育て支援課 24 人（超勤：5,514 時間/年） △2.93 人（超勤：△4,998 時間/年） 
行政課 16 人（超勤：3,654 時間/年） － 
財政課 11 人（超勤：3,785 時間/年） － 
会計課 4 人（超勤：519 時間/年） － 
2009 年 健康づくり課 52 人（超勤：7,513 時間/年） － 
商工課 10 人（超勤：1,025 時間/年） － 
生涯学習課 13 人（超勤：1,267 時間/年） － 
2010 年 税務課 25 人（超勤：5,113 時間/年） △3 人（超勤：△835 時間/年） 
中央公民館 5 人（超勤：332 時間/年） △1 人（超勤：△332 時間/年） 
土木課 21 人（超勤：4,022 人時間/年） △9 人（超勤：△2,757 時間/年） 
都市計画課 11 人（超勤：1,725 時間/年） 
建築課 8 人（超勤：774 時間/年） （委託料：△11,130 千円） 
下水道課 18 人（超勤：1,019 時間/年） △3 人（超勤：△1,019 時間/年） 
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水道局・業務課 16 人（超勤：1,761 時間/年） △8 人（超勤：△1,761 時間/年） 
水道局・業務課 15 人（超勤：1,267 時間/年） △4.89 人（超勤：△1,267 時間/年） 
2011 年 政策推進課 12 人（超勤：3,498 時間/年） △0.83 人（超勤：△650 時間/年） 
収納課 20 人（超勤：692 時間/年） △0.34 人（超勤：△692 時間/年） 
環境課 15 人（超勤：3,464 時間/年） △2.19 人 
営業戦略局 9 人（超勤：1,098 時間/年） △0.55 人（超勤：△698 時間/年） 
地域経営課 9 人（超勤：4,495 時間/年） △2.4 人（超勤：△4,045 時間/年） 
2012 年 栄サービスセンター 14 人（超勤：97 時間/年） △5.94 人（超勤：△97 時間/年） 
下田サービスセンター 14 人（超勤：329 時間/年） △4.48 人（超勤：△329 時間/年） 
議会事務局 5 人（超勤：372 時間/年） △0.9 人（超勤：△372 時間/年） 
選挙管理委員会事務局 1 人 － 
監査委員事務局 4 人（超勤：221 時間/年） △0.43 人（超勤：△221 時間/年） 
農業委員会事務局 4 人（超勤：380 時間/年） △0.81 人（超勤：△380 時間/年） 
2013 年 情報管理課 8 人（超勤：865 時間/年） △2.74 人（超勤：△865 時間/年） 
教育総務課 16 人（超勤：3,395 時間/年） △6.64 人（超勤：△1,076 時間/年） 
小中一貫教育推進課 14 人（超勤：912 時間/年） △0.72 人（超勤：△912 時間/年） 
行政課 14 人（超勤：2,878 時間/年） △0.17 人（超勤：△292 時間/年） 
財政課 8 人（超勤：4,292 時間/年） △0.29 人（超勤：△481 時間/年） 
市民窓口課 24 人（超勤：2,018 時間/年） △0.36 人（超勤：△601 時間/年） 
福祉課 26 人（超勤：3,244 時間/年） △0.69 人（超勤：△1,156 時間/年） 
高齢介護課 25 人（超勤：2,093 時間/年） △0.46 人（超勤：△776 時間/年） 
会計課 6 人（超勤：730 時間/年） △0.26 人（超勤：△443 時間/年） 
（出所）三条市の各年における「業務の改善・効率化の取組について」にもとに、筆者作成。 
 




 2006 年に策定された三条市定員適正化計画には、2005 年の職員数 1,156 人を 2010 年
に 1,044 人まで削減する計画が示さている52。三条市は、業務の改善・効率化に取り組む
ことによって 2010 年に 1,019 人まで職員数を削減しており、三条市定員適正化計画に掲
げた削減目標を達成している。さらに、2010 年に策定された定員適正化計画には、2015
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ービスを提供する取り組みは、「①職員の創意工夫・バージョンアップ」に位置づけた。 
















7 自治体の改善活動を分析した結果は、図表 2－19 のように示される。図表 2－20 は、
特徴を明確にするために分析結果をグラフ化したものである。 
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２ PDS のサイクル化 























重視しているのは三条市の 1 自治体のみである。言い換えると、三条市を除く 6 自治体の
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いる2。米国会計協会（American Accounting Association：AAA）の 1955 年原価概念委
員会によって、経営者の計画職能と統制職能を支援する会計情報として管理会計の体系が
確立された3。 





統制の 2 つの区分であることが示された。 
 1963 年にロバート・ベイヤーは、会計を財産保全会計（Custodial Accounting）、業績
管理会計（Performance Accounting）および意思決定会計（Decision Accounting）の 3
つに区分している5。このベイヤーの区分は、財産保全会計を財務会計、業績管理会計と意
思決定会計を管理会計と位置づけ、管理会計の体系に大きな影響を与えた。1965 年にロバ











 同年に AAA によって公表された『会計カリキュラムの行動科学的内容に関する委員会
報告書（Report of the Committee on the Relationship of Behavioral Science and 
Curriculum）』では、「会計が行動プロセスの一つであるなら、行動科学の理論を考慮すべ
きである9」と言及し、会計学の研究に行動科学の理論や手法を含めて検討を加えていくこ
とが示されている。AAA は、1974 年に『行動科学と会計の関係に関する委員会報告書（ 
Report of the Committee on the Relationship of Behavioral Science and Accounti-
ng）』を公表し、「行動会計は、手法の適用と会計研究への行動科学の展望を意味する10」
と言及し、管理会計の研究に行動科学が重要であることを示した。 
1978 年、ジョンソンとキャプランによる『レレバンス・ロスト（Relevance Lost: The Rise 






















行動的管理会計手法の整理では、英国先端経営研究所（Advanced Institute of Mana-
gement Research：AIMR）の『公共サービスにおけるプロセス改善手法調査報告書（R-







筆者は、2012 年 2 月 22 日および同年 4 月 27 日に英国を訪問し、ラドナーに英国地方自
治体における行動的管理会計手法の適用についてインタビューを行った。 
第 2 の視角は、リーン・アプローチ、シックスシグマ、ビジネス・プロセス・リエンジ
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 ウォマックとジョーンズによって示されるリーン・アプローチの 5 原則が、一般的にリ
ーン・アプローチの基本的なフレームワークや方法論として考えられている。この 5 原則
をもとに組織では、業務改善の能力と知識を高める 4 段階（図表 3－1）を活用して、リー
ン・アプローチが実行されているとクリングスは示している25。 
図表 3－1 リーン・アプローチの実行に向けた 4 段階 

















（出所）Krings, D., D. Levine and T. Wall, “The Use of Lean in Local Government,” Public 
Management, Vol.88, No.8, 2006, p.15. 
 




















































－2 に示されるようにリーン・アプローチの概観を示している32。図表 3－2 は、「リーン
の家」と称されている。 
図表 3－2 リーンの家 
 
（出所）Radnor, Z., Review of Business Process Improvement Methodologies in Public Services, 













































































































る。マック・アダムスとミッシェルは、図表 3－4 に示されるように BPR を体系化してい
る45。この図表には、7 つの要素と BPR の継続的な評価プロセスが示されている。 








（出所）McAdam, R. and N. Mitchell, “Development of a Business Process Re-engineering Model 
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 アデソラとベインズは、BPR 実施方法を図表 3－5 のように示している47。アデソラと







図表 3－5 BPR 実行方法 
段    階 実施内容 実施手段 



































































（出所）Adesola, S. and T. Baines, “Developing and Evaluating a Methodology for Business 
Process Improvement,” Business Process Management Journal, Vol.11, No.1, 2005, p.44. 
 



















 わが国における TQM は、1996 年の日本科学技術連盟（以下、「日科技連」）56による『TQM
宣言』によって、従前の TQC から TQM に呼称を変更したものであり、TQC を再構築し
たものである57。長谷川によると、TQM 生成の背景は、企業環境の変化、経営インフラの






























































 ラドナーは、行動的管理会計手法の特徴を図表 3－6 のように整理している。図表 3－6
によると、行動的管理会計手法から導出される成果に加え、必要条件として、成果の導出









図表 3－6 行動的管理会計手法の特徴 
 
（出所）Radnor, Z., Review of Business Process Improvement Methodologies in Public Services, 




























とシックスシグマの相違を整理すると、図表 3－7 のように整理することができる。 
図表 3－7 リーン・アプローチとシックスシグマの相違 
区分 リーン・アプローチ シックスシグマ 
様  式 理念 プログラム 




便  益 組織全体 プロジェクトの範囲内 
推進体制 全職員が関与 プロジェクト・メンバーに限定 
終  期 永続的に実行 プロジェクト終了時点 
 （出所）Ferguson, D., “Lean and Six Sigma: The Same or Different,” Management Services, 




































 ディーンは、TQM の本質、TQM と BPR の相違について次のように言及している81。 
 ① TQM は、改善活動の結果をフィードバックし、さらなる改善を目指すプロセスを
構築する。 
 ② BPR は、既存プロセスを改善せず、まったく新たなプロセスに入れ替えることで、
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現状打破を目指す。 


























の 3 つの領域にあるとしている。 
 より効果的に行政サービスの効率化を図るためには、行動的管理会計手法の適用を適切
に行う必要がある。行動的管理会計手法の違いを認識することは、どの手法が自らの組織
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      （出所）Lucey, J., N. Bateman and P. Hines, “Why Major Lean Transitions Have 
Not Been Sustained,” Management Services, Vol.49, No.2, 2005, p.9. 
 









































に 3 年かかったことを強調している55。ハインズは、一般的にリーンシステムの開発に 3
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Ⅰ 行政管理から NPM への展開－PDS のサイクル化－ 
１ 行政管理の課題と NPM の生成 
本章では、行政管理（Public Administration）の機能およびその課題を整理し、行政管
理の衰退という視点で NPM への展開を整理する。 
オズボーンは、行政管理の特徴を次のように整理している1。第 1 に、管理することによ
って行政活動そのものが支配される。第 2 に、定められたルールやガイドラインに沿って
行政活動を行う。第 3 に、官僚制に基づき、政策決定や執行がなされる。第 4 に、政治課


















ながらなかった。その原因は 2 つある。 


























として注目されたのが NPM である。1990 年代には、NPM の考え方を中心とした行政改
革が導入された。 
 
２ NPM のフレームワーク 
石原によると、わが国地方自治体における NPM のフレームワークは、次のように整理
されている3。NPM の基本原則を、①顧客志向、②戦略・ビジョン、③権限委譲・分権化、




図表 5－1 のように示されている。 
図表 5－1 マネジメント・サイクルと NPM の基本原則 
 
PLAN（計画） DO（実行） SEE（評価） 
①顧客志向 ③権限委譲・分権化 ⑤成果志向 









導出される成果を評価し、その評価結果を住民に説明する。図表 5－1 には、NPM がこの
6 つの基本原則のすべてを意識し、マネジメント・サイクルを展開させていく必要性が示
されている。 




















1990 年代以降、わが国地方自治体において NPM の考え方を中心とした行政改革が取り組
まれることになったのである。 
 
Ⅱ NPM から NPG への展開 
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たとえ NPM が理解されたとしても、そもそも NPM が完成された普遍的概念であると




図表 5－3 NPM の弱み 























（出所）Rhodes, R. A. W., Understanding Governance: Policy Networks, Governance, Reflexivity 
and Accountability, Open University Press, 1997, pp.55-56.  
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 NPM の「M」が「マネジメント」を意味することから、必然的に NPM は上位から下位
への統制を企図したものである。NPM の基本原則を十分に理解するためには、組織内部
で中間層を形成しているミドル・マネジメントの機能に着目することが必要である。なぜ
なら、前述したように、マネジメント・サイクルは、DO から SEE、あるいは SEE から
PLAN のサイクルが機能しておらず、その前者の DO から SEE はトップ・マネジメント
というよりも、ボトムあるいはミドルの階層が担うことになるからである。 
 つぎに、ガバナンスが顕著に議論されるようになった背景から NPM の課題を考察する。
研究者によってガバナンスの定義が異なっている。まず、ガバナンスの定義を整理するた
めに、わが国地方自治体でガバナンス論が生成した背景を考察する。 





























































































































２ NPG のフレームワーク 
 オズボーンは、ローズとコーイマンのガバナンスの定義に基づき、ピーレとピーターの
洞察を取り入れることによって、現実性と複雑性を捉えるニュー・パブリック・ガバナン









オズボーンは、行政管理、NPM、NPG の関係を図表 5－5 のように整理している33。 
図表 5－5 行政管理、NPM、NPG の比較 
ガバナン

























関係 交渉 協議 
開放／閉
鎖 信頼関係 
（出所）Osborne, P. S., “The (New) Public Governance: A Suitable Case for Treatment?,” Osborne, 
P. S.(ed.), The New Public Governance?: Emerging Perspectives on the Theory and 
Practice of Public Governance, Routledge, 2010, p.10. 
 












この 2 つの区分を越えて機能し、より包括的かつ統合的なガバナンス形態が NPG であ
ると整理できる。このように、NPM の成果志向や組織マネジメントよりも、組織間関係
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を重視する、より現代的なガバナンスを NPG は示している。 
筆者は、2015 年 10 月 15 日、ハンガリーで開催された「公共サービスに関するイノベ
ーション・カンファレンス（Public Service Innovation and the Delivery of Effective 
Public Services）34」でオズボーンにインタビュー調査を行った。このインタビュー調査
を通して、地方自治体の業績管理と業績向上には、NPM による組織マネジメントに加え、
社会的価値の創造に向けた NPG による業績向上が求められていることが示された。 






図表 5－6 NPM と NPG の特徴 









サービスの提供主体 地方自治体 地方自治体とその利害関係者 







Ⅲ NPG の導入と公共サービスの業績向上－S. オズボーン教授の整理－ 
行政サービスに対する住民の合意形成を主眼とする NPG について調査するため、2014
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１ 柔軟性 
オズボーンは、NPG の第 1 原則を劇的な環境変化にも対応できるような柔軟性をもつ
ことと整理している。この第 1 原則は、行政サービスの提供に関して、住民の発想を柔軟
に取り入れ、行政サービスにイノベーションを生成していくことにある。 

























オズボーンは、NPG の第 3 原則を政策形成や政策的意思決定に住民を関与させること
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図表 6－1 従来のイノベーションと価値創造のイノベーション 
 従来のイノベーション 価値創造のイノベーション 
イノベーションの対象 製品と業務プロセス 経験環境 







テクノロジー観 機能、技術とシステムの統合 経験促進要因、経験の統合 
インフラのねらい 製品やサービスの完成を後押し 経験のパーソナル化と共創を後押し 
（出所）Prahalad, C. K. and V. Ramaswamy, The Future of Competition, Harvard Business 
Review Press, 2004. 有賀裕子訳『コ・イノベーション経営－価値共創の未来に向けて』東





















 - 109 - 
 






























（出所）Hartley, J., “Innovation in Governance and Public Services: Past and Present,” 
























































図表 6－3 民間企業と地方自治体におけるイノベーションの相違 
 民間企業 地方自治体 
イノベーションの目的 競争優位性の確保 広範囲に及ぶ改善効果 





（出所）Hartley, J., “Innovation in Governance and Public Services: Past and Present,” Public 























 英国政府は、2010 年にイノベーションを専門的に研究する非営利組織として NESTA
（National Endowment for Science, Technology and the Arts）を設置している。NESTA
は、公共サービスにおけるイノベーション指標の開発研究に取り組んでいる20。この研究




















確性と比較可能性の 2 つの視点から国民保健サービス（National Health Service：NHS）
と地方自治体を調査することで、イノベーション指標の開発に取り組んでいる。 
 NESTA のイノベーション指標の開発では、地方自治体と民間企業の相違を明らかにし、
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民間企業とは異なる指標を開発することが強調されている21。その明らかとなった重要な




















の 3 視点をもとにした調査によって、図表 6－4 に示されるイノベーション指標の開発が
行われた。 
図表 6－4 公共サービスにおけるイノベーション指標 
指 標 分   類 細  分  類 
組織業績への影響 重要な業績指標の見直し 重要なアウトプット指標の再設定 
  重要なアウトカム指標の再設定 
 評価制度の見直し 住民ニーズの反映 
 効率性の向上 効率性／生産性指標の再設定 





  活用範囲（全体・内部・外部） 
 アイデアの開発 全体的 
  選択的 
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  資源配分的 
  多目的 
  試行的 
 アイデアの実行 全体的に実行 
  効果の測定 
  訓練 





  イノベーションの優先順位づけ 
  リスク負担とその対応 
  職員とサービス利用者への配慮 
  アイデアを創出するための余地 
  継続的なリーダーシップ 
 イノベーションの管理 組織目標との調整 
  投資水準 
  イノベーションの普及状況 
  専門家の活用 
  リスクの管理 
 イノベーションを促進する要因 経営情報 
  関連性 
  インセンティブと報酬 
  ICT インフラ 





  競争性 
  業績目標 
  透明性 
  顧客への説明責任 
  法令 
 自発性 柔軟な地域戦略への対応 
  イノベーションの機能 
  柔軟な予算配分 
  独自性・独創性 
  法定根拠 
 リーダーシップと組織文化 イノベーションに向けたビジョン
と熱意 
  職員とサービス利用者への配慮 
  協働意欲 
  短期・中期・長期目標 
 助長する要因 業績データの比較 
  外部組織のベスト・プラクティス 
  共同化 
  IT システムの活用 
  イノベーションへの資金援助 
（出所）Hughes, A., K. Moore and N. Kataria, Innovation in Public Sector Organisations: A Pilot 
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部環境を組織が直接的に管理できない指標として表している。 














（出所）Hughes, A., K. Moore and N. Kataria, Innovation in Public Sector Organisations: A Pilot 
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（出所）Hughes, A., K. Moore and N. Kataria, Innovation in Public Sector Organisations: A Pilot 
Survey for Measuring Innovation across the Public Sector, 2011, p.48. 
 
















（出所）Hughes, A., K. Moore and N. Kataria, Innovation in Public Sector Organisations: A Pilot 
























































（出所）Hughes, A., K. Moore and N. Kataria, Innovation in Public Sector Organisations: A Pilot 





































 - 119 - 
 











（出所）Hughes, A., K. Moore and N. Kataria, Innovation in Public Sector Organisations: A Pilot 













































Ⅲ 英国地方自治体におけるイノベーションの生成事例－New PPP28の実施－ 
 英国地方自治体のイノベーション生成事例を取り上げ、イノベーション・フレームワー
クの 4 つの指標を踏まえ、考察を行う。英国地方自治体におけるイノベーションの生成事
例として、Tri-Borough Working の事例を取り上げる。 
Tri-Borough Working は、ハンマースミス&フルハム、ケンジントン&チェルシー、ウ
エストミンスターの 3 自治体におけるパートナーシップの取り組みである。この事例を取
り上げた理由は、2014 年に開催された LGC Awards のなかでもパブリック・パブリック・
パートナーシップ（Public-Public Partnership）部門で最優秀賞を獲得しており、わが国
において自治体間連携やパートナーシップ形成が新たな行政改革へのスキームとなり得る




１ Tri-Borough Working による CE の共同設置 
ハンマースミス&フルハム、ケンジントン&チェルシー、ウエストミンスターにおける
サービス品質の維持・向上を目指して、2011 年 10 月から 3 自治体が共同で行政サービス
提供や内部管理事務を行う Tri-Borough Working に取り組んでいる。 
2010 年の秋、英国が直面した財政危機を背景に 3 自治体の行政サービスを共同提供す
ることが 3 事務総長（Chief Executive：CE）によって提案された。当時、英国国民にと
って、政府が住民の生活を保障するような行政サービスが継続されるかどうか不安が広ま
っていた。そのため、共同提供にあたり 2 つの目的が掲げられた。第 1 に、行政サービス
を統合することで、住民の生活の質的向上を図ること、第 2 に、3 自治体がこれまでの経
験や知見を組み合わせることによって、VFM を高めることであった。この 3 自治体の先
進的な取り組みとして、住民や自治体職員の期待に適合するような大胆かつ革新的な構想
を行う決意が 3 自治体とそれぞれの議会で決定されたのである。 
2011 年 2 月、3 自治体の行政サービスを共同提供する詳細な構想が明らかにされた30。




とともに、管理体制を半減することを計画したのである。これが Tri-Borough Working で
ある。 
Tri-Borough Working の目的は、3 自治体が知恵を出し合い、共同で住民主導の地域づ
くりを進めていくことである31。つまり、行政サービス提供に関して地域住民の意見を取
り入れ、サービス提供そのものに住民を参画させることによって、ローカリズムを推進す
ることである。2011 年公表された『Tri-Borough 計画（Tri-Borough Proposals Report: 






で、Tri-Borough Working の明確な成果を住民に示すことになったのである。 
 




までに 33,800,000 ポンドの歳出を抑制すること、2013/14 年度までに 1,000,000 ポンドに
相当するサービスを統合すること、少なくとも 80%の住民からシェアード・サービスに賛
同を得ることが示されている。 
筆者は、2014 年 7 月にハンマースミス&フルハムを訪問し、共同設置された CE である
ニコラス・ホルゲイトにインタビュー調査を行った。ホルゲイトへのインタビュー調査に
よって、Tri-Borough Partnership の成果が次のように示された。2012/13 年度に 3 自治
体のサービスを共有することで、7,700,000 ポンドの歳出削減に成功している。図書館サ
ービスを共有することで、1 枚の貸出カードで住民は 3 つの地域に所在する 21 の図書館を
利用でき、1,000,000 冊以上の図書貸出が可能となっている。高齢者サービスでは、これ
までに 52 週間ほど要していた手続期間を 26 週間ほどに短縮することができている。児童




2012 年に公表された『Tri-Borough の成果（Tri-Borough One Year: Delivering Our 
Promise to Improve Lives and Make Public Funds Go Future）』では、3 自治体の児童サ
ービス部門と高齢者福祉サービス部門の中間管理職数を 62 ポストから 34 ポストに削減し、
年間 2,609,212 ポンドの経費を削減したことが明らかにされている。その詳細は、図表 6
－10 に示される。 
図表 6－10 中間管理職の削減効果 
サービス部門名 中間管理職数の削減数 経費削減 
高齢者福祉サービス部門 8.9 ポストから 6 ポスト 297,000 ポンド 
児童サービス部門 14.5 ポストから 7 ポスト 804,617 ポンド 
図書館サービス部門 10.3 ポストから 4 ポスト 345,235 ポンド 
環境サービス部門 27.1 ポストから 16.4 ポスト 994,160 ポンド 
人事部門 2 ポストから 1 ポスト 168,200 ポンド 
合  計 62.8 ポストから 34.4 ポスト 2,609,212 ポンド 
（出所）Westminster City Council, the London Borough of Hammersmith and Fulham and the 
Royal Borough of Kensington and Chelsea, Tri-Borough One Year: Delivering Our 
Promise to Improve Lives and Make Public Funds Go Future, 2012, p.7.をもとに筆者作
成。 
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のイノベーションとガバナンス(1) 第 30 次地方制度調査会答申『広域連携等』に対応した新しい
予算編成手法の開発－財務的協働（ファイナンシャル・コラボレーション）の新手法を垣間見る」
『地方財務』第 710 号、2013 年、75-86 頁。 
30 この構想は、2011 年 2 月に『Tri-Borough 計画（Tri-Borough Proposals Report: Bold Idea for 
Challenging Times）』で明らかにされた。 
31 Westminster City Council, the London Borough of Hammersmith and Fulham and the Royal 
Borough of Kensington and Chelsea, Tri-Borough Proposals Report: Bold Ideas for Challenging 
Times, 2011, p.10. 
32 Ibid., p.7. 
33 Ibid., p.8. 
34 Westminster City Council, the London Borough of Hammersmith and Fulham and the Royal 
Borough of Kensington and Chelsea, Tri-Borough One Year: Delivering Our Promise to 
Improve Lives and Make Public Funds Go Future, 2012, p.5. 
35 Ibid., p.2. 
36 2014 年 7 月 4 日、ハンマースミス&フルハム特別区で行ったニコラス・ホルゲイト事務総長のイ
ンタビューによる。 
37 筆者が 2014 年 7 月 4 日の実施したインタビュー調査では、ホルゲイト事務総長、財務担当のレ
イチェル・ウィグリー、児童サービス担当のクレラ・チェンバーレイン、図書館サービス担当のト





38 インタビューを行った 2014 年において、ハンマースミス&フルハムにおける与党は労働党、ケ
ンジントン&チェルシーとウエストミンスターでは保守党である。 
39 Department Communities and Local Government, Strong and Prosperous Communities: The 
Local Government White Paper, 2006, p.2.  
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対象にした表彰制度を類型化すると、図表 7－1 のように整理することができる。 
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図表 7－1 諸外国における表彰制度の類型化 
絶対評価型 相対評価型 絶対評価＋相対評価型 
Charter Mark Awards 
EFQM Excellence Model 
Canadian Suggestion Award 
Deming Prize 
Dutch Quality Award 
European Quality Award 
New Zealand Quality Awards 
UK Quality Award 
Australian Quality Awards 




Portuguese Public Service 
Quality Contest 
Programme ‘100 Projects’  
Speyer Quality Award 
LGC Awards 
Malcom Baldrige National 
Quality Award 
EFQM Awards 
Canada Awards for Excellence
IPAC Award for Innovative 
Management 
Presidential Award for 
Quality 
Danish Quality Award 
Finnish Quality Award 
Swedish Quality Award 
IIP Awards 
（出所）Loffler, E., “Quality Awards as a Public Sector Benchmarking in OECD Member 
Countries: Some Guidelines for Quality Award Organizers,” Public Administration and 




ているといった信頼が生まれることになる。たとえば、EFQM（European Foundation for 
Quality Management）Excellent Model や Charter Mark Awards では、一定の評価基準
を満たすことで組織や行政サービスそのものに「優秀（Excellent）」という認定が与えら













社の LGC Awards、The Hemming Group 社の MJ Achievement Awards がある。さらに
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は、英国勅許公共財務会計協会（Chartered Institute of Public Finance and Accountancy: 
CIPFA）といった会計団体が運営する Sir Harry Page Merit Award も存在する14。 
また、絶対評価型に加え、相対評価型の利点を取り入れるようになった表彰制度もある。
絶対評価型の認定を受けた組織のなかから、チャンピオンを選定し、さらなる称賛を行う













表彰制度が注目された背景には、米国の政府業績成果法（Government Performance and 
Results Act：1993 年）、英国の 1999 年地方自治法によるベスト・バリュー制度といった
行政サービスの成果志向への展開が強く影響している18。つまり、行政サービスの成果を
明らかにするために、ベンチマーキングを活用することが有効と考えられたのである。
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キーム、Local Innovation Awards、LGC Awards を取り上げる。 
 
１ ビーコン・スキームの概要 
 ビーコン・スキームは、英国政府22によって 1999 年に導入された英国地方自治体を対象
にした表彰制度である23。ビーコン・スキーム導入の背景には、1998 年、英国政府によっ

















 - 133 - 
 





たとえば、2007 年に開催されたラウンド 9 における認定プロセスは、図表 7－2 のとおり
である。図表 7－2 から、ビーコン・カウンシルへの申請から認定までに 9 か月が必要と
され、書類審査だけでなく、最終選考者リストに残った自治体にインタビュー、訪問調査
が行われている。 
図表 7－2 ビーコン・カウンシル（ラウンド 9）の認定プロセス 
 2007 年 6 月 27 日 申請の受付締切 
ステップ 1 
2007 年 7 月～8 月 アドバイザリー・パネルによる審査の実施 
2007 年 9 月 最終選考者リストへの掲載自治体の選定 
2007 年 10 月初旬 最終選考者リストの公表 
ステップ 2 2007 年 11 月 1 日～ 2007 年 12 月 7 日 
パネルメンバー、政府担当者、IDeA 職員によるインタビ
ューおよび現地訪問による審査の実施 
ステップ 3 2008 年 1 月 7 日～18 日 最終選考者によるプレゼンテーション 
ステップ 4 
2008 年 1 月末 アドバイザリー・パネルによる大臣への推薦 
2008 年 3 月 大臣による認定自治体の公表およびセレモニー 
（出所）Department for Communities and Local Government, The Beacon Scheme Application 









・廃棄物の適正処理（Dealing with Waste） 
・自立支援（Helping Care Leavers） 
・教育水準の向上（Helping to Raise Standards by Tackling School 
Failure） 
・税や住宅の優遇策（Improving Housing and Council Tax Benefit 
Administration） 
・住宅の保守管理における改善（Improving Housing Maintenance） 
・地域ショッピングセンターにおける犯罪防止（Preventing Local Sho









 テーマ数：6 計 31
ラウンド 2 ・行政サービスの利便性向上（Accessible Services） 4 
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（2000-01 年） ・競争性と民営化（Competitiveness and Enterprise） 
・里親制度の支援（Foster Care） 
・独居老人の支援（Independent Living for Older People） 
・地域福祉戦略（Local Health Strategies） 
・持続可能な地域環境の整備（Maintaining a Quality Environment） 
・文化、スポーツ、観光を通した地域再生（Regenerating through Cu-
lture, Sport & Tourism） 
・学習到達度の向上（Raising Attainment in Education） 
・青少年の薬物乱用の対策（Tackling Youth Drug Misuse） 















・交通アクセスの利便性向上（Better Access and Mobility） 
・コミュニティー司法サービス（Community Legal Services） 
・犯罪撲滅対策（Crime Reduction in Rural Areas） 
・事業発展の促進（Fostering Business Growth） 
・都市緑化計画（Improving Urban Green Spaces） 
・情報センターとしての図書館の利活用（Libraries as a Community 
Resource） 
・地域コミュニティーの再生（Neighborhood Renewal : In Urban and 
Rural Areas） 
・人権施策の推進（Promoting Racial Equality） 
・省エネルギー対策（Tackling Fuel Poverty） 














 テーマ数：11 計 52
ラウンド 4 
（2002-03 年） 
・児童青少年メンタルヘルス対策（Child and Adolescent Mental Health 
Services） 
・コミュニティーのまとまり（Community Cohesion） 
・構築環境の品質（Quality of the Built Environment） 
・就労支援対策（Removing Barriers to Work） 
・建設工事の安全施策（Rethinking Construction） 
・ICT を活用した社会的包摂（Social inclusion through I.C.T.） 
・道路工事による影響の軽減（Street and Highway Works） 
・過疎化対策（Supporting the Rural Economy） 
・ホームレス対策（Tackling Homelessness） 
















・公共交通機関（Better Local Public Transport） 
・犯罪撲滅に向けた協働（Crime and Disorder Partnerships） 
・乳幼児子育て支援（Early Years and Childcare: the Sure Start A-
genda） 
・公共住宅の保全（Housing Renewal） 
・持続可能な観光開発（Promoting Sustainable Tourism） 
・高齢者サービスの充実（Services for Older People） 
・ドメスティック・バイオレンス被害者支援（Supporting People） 
・介護サービス従事者支援（Supporting Social Care Workers） 
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・地域コミュニティーの醸成（Getting Closer to Communities） 
・地域における健康増進事業の推進（Healthy Communities） 
・児童に関する給付サービスの統合（Integrated Children’s Services） 
・人権施策の推進（Promoting Racial Equality） 
・要介護者の支援（Supporting Carers） 









 テーマ数：10 計 44
ラウンド 7 
（2005-06 年） 
・文化・スポーツを通した地域コミュニティーの醸成（Culture and Sport 
for Hard to Reach Groups） 
・調達による行政サービス改善（Delivery of Quality Services through 
Procurement）  
・青少年の健全育成（Early Intervention: Children at Risk）  
・住宅供給サービスの改善（Improving Housing Services by Involving 
Tenants）  
・地域分権の推進（Improving Rural Services: Empowering 
Communities）  
・若者の地域コミュニティーへの関与（Positive Youth Engagement: in 
the Community and Democratic process） 
・道路の安全対策（Road Safety）  
・協働によるサービス改善（Transforming the Delivery of Services 
through Partnerships ） 
・学習障害者支援（Valuing People）  

















 テーマ数：10 計 61
ラウンド 8 
（2006-07 年） 
・大気汚染対策（Delivering Cleaner Air）  
・選挙事務の効率化（Electoral Services）  
・災害対策（Emergency Planning） 
・学校生活における健康増進対策（Healthy Schools） 
・地域ボランティア活動の推進（Increasing Voluntary and Community 
Sector Service Delivery ） 
・持続可能な地域社会の醸成（Neighborhood and Community 
Champions: the Role of Elected Members） 
・反社会的活動の対策と予防（Preventing and Tackling Anti-Social 
Behavior）  
・多重債務者に対する財務指導（Promoting Financial Inclusion and 
Tackling over-Indebtedness） 
・継続可能な地域コミュニティー計画の促進（Promoting Sustainable 

















 テーマ数：10 計 41
ラウンド 9 
（2007-08 年） 
・行政改革の推進（Better Brighter Futures） 
・地域コミュニティーの向上（Better Public Places） 
・子育て支援の推進（Care Matters: Improving the Outcomes for 
Children in Care） 
・介護サービスの改善（Dignity in Care） 
・生活の利便性向上（Improving Accessibility） 
・地域戦略パートナーシップと地域協定（Local Strategic Partnerships 

















 - 136 - 
 
・住民の権利拡大に向けた行政サービス改善（Transforming Services: 
Citizen Engagement and Empowerment） 
3 
 テーマ数：10 計 38
ラウンド 10 
（2008-09 年） 
・夜間営業の活用による地域経済の成長（After Dark: Managing the 
Night Time Economy） 
・ICT の活用（Digital Inclusion: Tackling Exclusion and Promoting 
Life Chances） 
・地域連携の推進（Cohesive and Resilient Communities） 
・住宅供給計画の推進（Homes for the Future） 
・地域主導によるコミュニティーの形成（Cutting Red Tape: Delivering 
Real Economic and Social Benefit through Better Local Regulation） 
・オリンピック開催に向けた地域活動の活性化（2012 Olympic Games 
and Paralympics Games Legacy: Using the Opportunity of Hosting 
the Games to Encourage Communities to be More Active） 
・高齢化社会対策（Positive Engagement of Older People to Support and 
Promote Greater Independence and Wellbeing in Later Life） 
・子どもの貧困対策（Preventing and Tackling Child Poverty） 
・戦略的な外部委託の推進（Strategic Commissioning） 
・独居障害者への支援（Supporting Adults with a Disability to Live 
Independently） 
・パートナーシップによる経済発展（Raising Economic Prosperity 
through Partnership） 







































パートナーシップに関するテーマが設定されてから、ラウンド 6 を除き、ラウンド 10 ま




では 9 団体が認定されている。 
図表 7－4 ビーコン・カウンシルの認定状況 
 ラウンド 5 ラウンド 6 ラウンド 7 ラウンド 8 ラウンド 9 ラウンド 10
認定数 43 44 61 41 38 43 






















































３ Local Innovation Awards 
 2009 年にビーコン・スキームは 10 年間の運営に幕を閉じたが、政府主導による表彰制
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度は Local Innovation Awards（以下、「LIA」）として継続された。この表彰制度は、ビ
ーコン・スキームと同様に、ベスト・バリューを導出する自治体を表彰し、称賛する制度













 しかしながら、2010 年 5 月に発足した保守党と自由民主党によるキャメロン連立政権
により、同年 10 月に LIA が廃止されることが公表された。LIA のウェブサイトで、ボブ・
ニール国防次官は、ローカリズムや地方分権が主流となり、英国地方自治体がイノベーシ
ョンの生成を企図して主体的に改善活動に取り組むなか、政府が主導して表彰制度を運用
していく正当な理由を見出すことができないと述べている37。その後、2011 年 12 月に公
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活動を助成しているという特徴があるものの、英国には LGC Awards、MJ Achievement 












４ LGC Awards の概要 
 1996 年に開始された LGC Awards は、英国地方自治体および他の行政機関（以下、「自
治体等」）を対象とした表彰制度である。Local Government Chronicle 社はビーコン・ス












Ⅲ LGC Awards の表彰事例分析 
ビーコン・スキーム、LIA が廃止された後、英国地方自治体における表彰制度がどのよ




LGC Awards を取り上げる。実態調査は、2014 年 3 月 11 日に開催された LGC Awards 





１ LGC Awards 2014 
2014 年に開催された LGC Awards では、19 分野に複数の自治体等がノミネートされ、
そのなかから分野別の最優秀自治体が表彰式で発表される。2014 年の結果は図表 7－5 の
とおりである。 
図表 7－5 LGC Awards 2014 の申請区分および表彰結果 
年次最優秀自治体賞（Council of the Year Award） 
・Derby CC ★Durham CC ◆Hackey LBC ◆Oldham MBC ・Staffordshire CC  
・Wakefield MDC 
年次最優秀改善自治体賞（Most Improved Council of the Year Award） 
・Luton BC ★Norwich City Council ・Suffolk CC ◆Thurrock Council 
事務改善賞（Business Transformation Award） 
・Babergh DC and Mid Suffolk DC •Cherwell DC and South Northamptonshire Council  
★Cheshire Fire & Rescue Service •Cheshire West and Chester Council •City of London 
Corporation •Essex CC •Southwark LBC ◆Staffordshire CC 
改善活動賞（Campaign of the Year Award） 
◆Braintree DC ★Charnwood BC •Croydon LBC •Essex CC •Lambeth LBC •Local 
Government Association •WWiSH - Warrington, Wigan and St.Helens Councils 
子育て部門賞（Children’s Services Award） 
•Barking & Dagenham LBC  ★ Ealing LBC  ◆ Lancashire CC  •North Yorkshire CC
•Powys CC •Tower Hamlets LBC •Warrington BC 
地域社会参加賞（Community Involvement Award） 
★Barnsley MBC ◆Birmingham City Council, Ping! Brum Table Tennis •Birmingham City 
Council, Tackling Antisocial Behaviour  •Cherwell DC  •Havering LBC  ・ Swale BC
•Warrington BC 
ガバナンス賞（Corporate Governance Award） 
•Barking & Dagenham LBC with Elevate ★Buckinghamshire CC •East Renfrewshire 
Council •Medway Council •Oldham MBC •St Helens MBC 
開発促進賞（Driving Growth Award） 
•Brighton & Hove City Council ◆Burnley BC •Derby City Council •Greenwich LBC  
★ Hackney LBC  •North East Lincolnshire Council in partnership with Cofley
•Northamptonshire CC •Thurrock Council 
能率賞（Efficiency Award） 
•Bexley LBC •Central Bedfordshire Council •Croydon LBC ★Derby City Council  
◆Durham CC •East Riding of Yorkshire Council •Fenland DC •West London Alliance 
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省エネ賞（Energy Efficiency Award） 
◆Bristol City Council •Durham CC •Enfield LBC •Greater London Authority  
★Nottingham City Council •Rugby BC 
社会福祉部門賞（Health & Social Care Award） 
•Barking & Dagenham LBC •Barnsley MBC •Birmingham City Council ◆Cheshire West 
and Chester Council •Leicester City Council ★Lincolnshire CC, Lincolnshire Partnership 
NHS Foundation Trust & Shine Mental Health Support Network •Staffordshire CC 
イノベーション賞（Innovation Award） 
•Ealing LBC •Lambeth LBC ★Merton LBC •North Tyneside Council  
◆Nottingham City Council ・Warrington BC •West London Alliance 
イノベーション・コミッショニング賞（Innovation in Commissioning Award） 
◆Buckinghamshire CC •Cheshire West and Chester Council •East Sussex CC  
★Lancashire CC •North Yorkshire CC •Nottingham City Council  •Staffordshire CC
•West London Alliance 
イノベーション・サービス賞（Most Innovative Service Delivery Model Award） 
•Barnsley MBC •Croydon LBC •Hammersmith & Fulham LBC and Kensington & Chelsea 
RBC •Liverpool City Council ★Sheffield Bus Partnership •Staffordshire CC •WWiSH - 
Warrington, Wigan and St.Helens Councils •West London Alliance 
公衆衛生賞（Public Health Award） 
◆Buckinghamshire CC •Cheshire West and Chester Council •East Riding of Yorkshire 
Council •Leeds City Council •Medway Council ★South Tyneside MBC •Tower Hamlets 
LBC •Walsall MBC 
官民連携賞（Public-Private Partnerships Award） 
•Amber Valley BC •Barking & Dagenham LBC with Elevate •Birmingham City Council 
with Amey •Derbyshire CC, Scape and F+G •Exeter and East Devon Growth Point  
★Gloucestershire CC with Prospects •Plymouth City Council ◆Stoke-on-Trent City Council 
with Kier 
自治体間連携賞（Public-Public Partnerships Award） 
•Devon CC ◆Hackney LBC ★The Tri-Borough Partnership of Hammersmith & Fulham 
LBC, Kensington & Chelsea RBC and Westminster City Council  •Harrow LBC
•Hertfordshire CC  •Medway Council  •Rotherham MBC, Heart Town Partnership
•Rotherham MBC and Doncaster Council, HR Shared Services  
不正対策賞（Tackling Fraud Award） 
◆Cheshire West and Chester Council •Cumbria CC •Devon CC •Leicester City Council
•Oxford City Council  ★ Southwark LBC  •Waltham Forest LBC & Mazars PSIA Ltd
•Westminster City Council 
年次チームワーク賞（Team of the Year Award） 
•Birmingham City Council •Buckinghamshire CC •East Renfrewshire Council  •East 
Sussex CC ★Gateshead Council •Hertfordshire CC •Merton LBC •Oxford City Council 








LGC Awards に申請することができる。ビーコン・スキームの認定団体数が最大で 61 団
体（ラウンド 7）であるのに対して、LGC Awards では 137 団体がノミネートされている。
 - 143 - 
 
さらに、申請数では、ビーコン・スキームが最大で 249 団体（ラウンド 7）であるのに対
して、LGC Awards では 664 団体41である。LIA が廃止され、LGC Awards の申請数が
増加している可能性はあるが、LGC Awards はより多くの自治体に認識されており、有効
に機能しているといえる。 







いる一方、LGC Awards では成果や目的に沿ったテーマを中心に設定されている。 
図表 7－6 LGC Awards の申請区分 
申 請 区 分 2011 2012 2013 2014
年次最優秀自治体賞（Council of the Year Award） ○ ○ ○ ○ 
年次最優秀改善自治体賞（Most Improved Council of the Year Award） ○ ○ ○ ○ 
事務改善賞（Business Transformation Award）   ○ ○ 
経営企画部門賞（Central Services Team of the Year Award）   ○  
改善活動賞（Campaign of the Year Award）    ○ 
子育て部門賞（Children’s Services Award） ○ ○ ○ ○ 
地域社会参加賞（Community Involvement Award） ○ ○ ○ ○ 
ガバナンス賞（Corporate Governance Award）  ○ ○ ○ 
経済開発再生賞（Economic Development and Regeneration Award） ○    
経済開発賞（Economic Development Award）  ○   
開発促進賞（Driving Growth Award）    ○ 
能率賞（Efficiency Award） ○ ○ ○ ○ 
ファイナンス賞（Finance Award） ○    
財務部門賞（Finance Team Award）  ○   
低炭素対策賞（Low Carbon Council Award） ○ ○   
省エネ賞（Energy Efficiency Award）   ○ ○ 
窓口サービス賞（Frontline Services Team of the Year Award）   ○  
社会福祉部門賞（Health & Social Care Award） ○ ○ ○ ○ 
電子自治体賞（IT Initiative of the Year Award） ○ ○   
イノベーション賞（Innovation Award） ○ ○ ○ ○ 
司法サービス賞（Legal Award） ○ ○   
地域経済パートナーシップ賞（Local Economic Partnership Award）   ○  
経営管理部門賞（Management Team Award） ○ ○ ○  
イノベーション・コミッショニング賞（Innovation in Commissioni-
ng Award） 
   ○ 
イノベーション・サービス賞（Most Innovative Service Delivery Model 
Award） 
   ○ 
公衆衛生賞（Public Health Award）    ○ 
官民連携賞（Public-Private Partnerships Award） ○ ○ ○ ○ 
自治体パートナーシップ賞（Public Sector Pertnerships Awards）  ○ ○  
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自治体間連携賞（Public-Public Partnerships Award）    ○ 
労働力賞（Workforce Award） ○ ○   
不正対策賞（Tackling Fraud Award）   ○ ○ 
年次チームワーク賞（Team of the Year Award）    ○ 
合  計 15 17 17 19 
（出所）各年の LGC Awards Shortlist より筆者作成。 
 
２ LGC Awards の役割 
 英国地方自治体では、政府主導により効果的な成果を導出していた表彰制度が廃止され、




る。より多くの自治体が LGC Awards に参加し、他の自治体から知見を得ることで、地
方自治体はイノベーションの生成を促進することができる。ビーコン・スキームは政府が
主導していることが特徴であるが、政府主導が必ずしも重要な要素ではないといえる。 





































1 Rogers, E. M., Diffusion of Innovations Fifth Edition, Free Press, 2003. 三藤俊雄訳『イノベー
ションの普及』翔泳社、2007 年、15-19 頁。 
2 ロジャーズは、イノベーションの知覚的属性の一つとして「相対的優位性」を示している。相対
的優位性とは、あるイノベーションがこれまでの慣行よりも良いと知覚される度合いを意味し、イ
ノベーションを組織に取り入れるための重要な要因である。Ibid. 『同上書』、168 頁。 
3 Hartley, J. and J. Downe, “The Shining Light? Public Service Awards as an Approach to 
Service Improvement,” Public Administration, No.85, Vol.2, 2007, p.329. 
4 Ibid., p.330. 
5 Loffler, E., “Quality Awards as a Public Sector Benchmarking in OECD Member Countries: 
Some Guidelines for Quality Award Organizers,” Public Administration and Development, 
No.21, 2001, pp.21-40. 
6 Ibid. 
7 Bovaird, T. and E. Loffler, “Evaluating the Quality of Public Governance: Indicators, Model in 
Local Government,” International Review of Administrative Sciences, Vol.68, No.3, 2003, 
p.327. 
8 Bourgault, J. and M. Gusella, “Performance, Pride and Recognition in the Canadian Federal 
Civil Service,” International Review of Administrative Sciences, Vol.67, No.1, 2001, p.41. 
9 Bovaird, T. and E. Loffler, op.cit, p.313. 
10 Hartley, J. and J. Downe, op.cit., p.331. 




13 Investors in People は、非政府組織である英国雇用技能委員会（UK Commission for 
 - 146 - 
 
 
Employment and Skills : UKCES）によって運営されている。 
14 CIPFAは、Sir Harry Page Merit Award のほかにも、監査を対象とした Cliff Nicholson Award、
顕著な取組活動を表彰する Dr Hedley Marshall CBE Memorial Award、スコットランド支部の 
Public Finance Award なども主催している。 
15 ラフラーは、1951 年に日本で創設されたデミング賞による品質概念を、1988 年にマルコム・ボ
ルドリッジ賞（米）、1992 年に欧州品質賞（欧州）として取り入れ、この 2 つが地理的に表彰制度
を広く普及させたことを明らかにしている。さらに、地方自治体を対象にした表彰制度では、1992
年に Charter Mark Award（英）、Speyer Quality Awards（独）が最初に導入されている。Loffler, 
E., op.cit., pp.28-29. 
16 Bouckaert, G., “Pride and Performance in Public Service: Some Patterns of Analysis,” 
International Review of Administrative Science, Vol.67, No.15, 2001, p.23. 
17 Loffler, E., op.cit., p.31. 
18 Hartley, J. and J. Downe, op.cit., p.331. 
19 Ibid. 
20 Loffler, E., op.cit., p.27. 
21 ハートリーは、英国表彰制度であるビーコン・スキームを取り上げ、①業績向上を称えること、
②良い取り組みを共有することを目的としていると言及している。Hartley, J., “Does Innovation 
Lead to Improvement in Public Services? Lessons from the Beacon Scheme in the United 
Kingdom,” S. Borins(ed.), Innovation in Government: Research, Recognition and Replication, 
Brookings Institution Press, 2008, p.169. 
22 英国環境・運輸・地域省（Department for the Environment, Transport and the Regions: DETR）
と改善開発庁（Improvement and Development Agency: IDeA）によってビーコン・スキームが運
用された。 
23 英国地方自治体と表記しているが、イングランドである。 
24 Brooks, J., “(Can) Modern Local Government (be) in Touch with the People?,” Public Policy 
and Administration, Vol.14, No.1, p.42. 
25 Department for Transport, Local Government and the Regions, Modern Local Government: in 
Touch with the People, 1998, p.4. 
26 ラウンド 1 からラウンド 3 までのメンバーは、次のとおりである。理事長にボブ・クラーク（バ
ブティグループ代表取締役社長）、常任理事にメルヴィン・カーロウ（ジェウィシュ・ケア前社長）、
ミッシェル・クラーク（バーミンガム大学教授）他というメンバーで構成されており、各テーマの
専門的知見を有するメンバーが選定されている。Department for Transport, Local Government 
and the Regions, The Advisory Panel on Beacon Councils: The Beacon Council Scheme 
Consultation on Themes for Future Rounds, 2001, pp.2-7. 
27 Radnor, Z., “Understanding the Relationship between a National Award Scheme and 
Performance”, International Review of Administrative Sciences, Vol.75, No.3, 2009, p.438. 
28 Department for Communities Local Government, The Beacon Scheme Guide, 2007, p.5. 
29 Ibid., p.7. 
30 Rashman, J., J. Hartley and C. Ungemach, Longitudinal Analysis of the Beacon Scheme: The 
Beacon Scheme and the National Surveys of English Local Authorities 2004 and 2006, 2008. 
31 Radnor, Z., op.cit., p.438. 
32 Ibid. 
33 ビーコン・スキームは、導入された 1999 年は「ビーコン・カウンシル・スキーム」として地方
自治体を対象に限定していたが、2003 年に地方自治体だけではなく、消防や警察といった公的機
関にも対象が拡大されている。2006 年には、「ビーコン・スキーム」に名称が変更されている。 
34 Department for Communities Local Government, Round 10 Annual Report of the Beacon 
Scheme 2009/2010, 2010, p.3. 
35 http://www.localinnovation.idea.gov.uk/idk/core/page.do?pageId=17489065 
36 赤池勇治「ベスト・プラクティスの共有による行政サービスの継続的見直し」『自治体国際化フォ
ーラム』第 251 号、2010 年、32-33 頁。 
37 http://www.localinnovation.idea.gov.uk/idk/core/page.do?pageId=22931709 
38 199 機関が廃止、120 機関が統合、176 機関が存続するが形態を見直し、399 機関が存続、10 機
関が継続検討という方針がこの提案で示された。https://www.gov.uk/government/uploads/system
/uploads/attachment_data/file/62125/Public_Bodies_Reform_proposals_for_change.pdf 
39 クライブ・グレースとは、2013 年 3 月 11 日にリフォーム・クラブで、アンドリュー・スティー
ブンスとは 2013 年 3 月 13 日に地方自治体国際化協会の事務所を訪問し、インタビューを行った。 
 - 147 - 
 
 
40 筆者は、2014 年 3 月 11 日に LGC Awards の責任者であるニック・ゴールディングにインタビュ
ーを行い、LGC Awards 発足の背景を確認した。 
41 http://www.lgcplus.com/supplements/lgc-awards-2014-winners-supplement/5069152.article 
42 Local Government Chronicle, Media Information 2012, 2012, p.2. 
43 Ibid. 
 - 148 - 
 






















































































































図表 8－1 欧州諸国におけるコ・プロダクションの普及状況 
 
    （出所）Loffler, E., et al., “If You Want to Go Fast, Walk Alone. If You Want to Go Far, 

















を図表 8－2 として説明している。 







（出所）Ostrom, E., “Crossing the Great Divide: Coproduction, Synergy, and Development,” 
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考え方によって、地方自治体のサービスが制限されてしまったことにあると主張し、英国

















筆者は、2015 年 7 月 6 日にエジンバラ・ビジネススクールのステファン・オズボーン
にインタビューを行った。オズボーンによると、2011 年にスコットランド政府の独立機関
であるクリスティー委員会によって公表された『公共サービスの将来（Commission on the 






筆者は、2015 年 7 月 11 日にバーミンガム地方自治体研究所のアイリーンにインタビュ
ーを行った。アイリーンによると、近年、公共サービスの財源を捻出するため、バーミン
ガム市の職員数が半減されていることが示された。図表 8－2 に照らすと、バーミンガム






































（出所） Bovaird, T. and E. Loffler, We’re All in This Together: User and Community 
Co-Production of Public Outcomes, Institute of Local Government Studies Third Sector 
Research Centre, 2012, pp.4-11. 
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 新経済団体（The New Economic Foundation：NEF）は、コ・プロダクションを図表 8
－4 に示される 6 つの原則で整理している22。 



















（出所）Slay. J. and R. Ben, In This Together: Building Knowledge about Co-Production, the 
New Economic Foundation, 2011, p.4. 
 








 NEF によるコ・プロダクションの 6 原則を踏まえて、サービス設計／提供に対する主体
をコ・プロダクションの分類に照らすと、図表 8－5 のように整理することができる24。 
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との間で生じる乖離を縮めることを可能とする。 
図表 8－5 サービス設計／提供に対する主体とコ・プロダクションの分類 























自 己 組 織 化
(Self-Oranisation) 
（出所）Boyle, D. and H. Harris, The Challenge of Co-Production: How equal Partnerships 
between Professionals and The Public Are Crucial to improving Public Services, 2009, 
p.16.をもとに筆者修正。 
（注 1）図表 8－3 において、コ・プロダクションを広く公共サービスに適用させるために、①コ・
コミッショニング、②コ・デザイン、③コ・デリバリー、④コ・アセスメントに分類され





































図表 8－6 （伝統的な）マーケティングと関係性マーケティングの関係 



















（出所）Christopher, M., A. Payne and D. Ballantyne, Relationship Marketing: Creating 






























２ NHS Family Nurse Partnership National Unit 
筆者は、英国における保健サービスのアウトカム向上に向けて、どのような取り組みが
なされているかを把握するために、2015 年 7 月 7 日に Family Nurse Partnership（FNP） 
National Unit 調査課長のサマンサ・メイソンにインタビューを行った。FNP National 
Unit は、サービス水準を維持していくために、主に看護師の指導、FNP プログラムのモ
ニタリング、調査・分析を担っており、FNP プログラムの支援を行っている NHS の組織
である。 
FNP National Unit は、妊婦や乳幼児がいる家庭に対して、看護師による家庭訪問を強
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化することで、2007 年から児童虐待の抑制、母親の精神的ケアのプログラムに取り組んで






いる。2011 年に英国保健省（Department of Health）によって公表された実行計画では、
2015 年までにフルタイムの看護師を 6,000 人増加し、合計 13,000 人体制に整備すること
で家庭訪問の強化が図られている34。 










National Unit は看護師のスキル向上に取り組んでいる。 
 
３ ランベス・ロンドン特別区 
























































筆者は、2015 年 7 月 10 日にダラム県の福祉部長であるアンナ・リンチにインタビュー
を行った。ダラム県は、人口 516,000 人のユニタリーである。ダラム県は、2010 年に『持
続可能なコミュニティー戦略（The Sustainable Community Strategy for County 
Durham 2010-2030）38』を策定し、公共サービスを包括するコミュニティー戦略に取り
組んでいる。ダラム県は、この戦略により、地域を 14 に区分し、地域行動パートナーシ










リンチへのインタビューによると、AAPs は、ダラム県から年間 120,000 ポンド、県福
祉基金から年間 10,000 ポンド、パートナー機関から年間 20,000 ポンドの資金提供を受け、





グループ、市民の 21 人で構成されている。AAPs では、年間 2 回のフォーラムに加え、年
間 6 回以上の会議が協議会によって開催されている。 









筆者は、2015 年 7 月に FNP National Unit、ランベス・ロンドン特別区、ダーリント
ン市、ダラム県を訪問し、英国における官民連携の取り組みについて調査を行った。 
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（New Public Governance：NPG）という 2 つの視点から地方自治体の業績管理と業績向








な役割を担うことを示した。第 1 の研究成果については、本研究の第 1 章から第 4 章まで
において検討を行ってきたところである。 









う NPG の基本原則を導き出し、NPG のフレームワークを解明した。第 2 の研究成果につ
いては、本研究の第 5 章から第 8 章までにおいて検討を行ってきたところである。 
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Ⅱ 行動的管理会計アプローチによる地方自治体の業績管理 


































これらの課題を解決するために、第 2 章以降において検討を行った。 
第 2 章では、わが国地方自治体が 2000 年以降に取り組み始めた業務改善運動に着目し、























































第 3 章では、第 2 の課題について検討するために、行動的管理会計手法に着目しトップ
ダウンによる組織マネジメントと、ボトムアップによるオペレーションの改善・改革を結

























































Ⅲ NPG による地方自治体の業績向上 
第 5 章以降では、NPG の基本原則に沿って、第 4 の課題について検討を行った。 
第 5 章では、NPG を論考する前提として、行政管理（Public Administration）、ニュー・



























ことという NPG の基本原則が示された。 
第 5 章で考察した行政管理、NPM、NPG の変遷を整理すると図表 9－1 のように整理
できる。 
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オズボーン教授が提唱する NPG の基本原則をもとに、第 6 章以降において、地方自治
体における業績向上について検討を行った。 








ョンの研究機関である NESTA（National Endowment for Science, Technology and the 
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とを示した。 
 英国地方自治体における表彰制度として、ビーコン・スキーム、Local Innovation Awards、
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 わが国では、毎年開催されている全国都市改善改革実践事例発表会（第 5 回大分市、第
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